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新型コロナワクチンの接種は“強制”ではありません

山梨県の長崎幸太郎知事は今年１月２３日に行った記者会見で、新型コロナワクチンの未接種者に不要不急の外出自粛を求める
臨時特別協力要請を発表しました。そのとき長崎知事は県民に向けて、「ワクチンの２回接種を終えていない方につきましては、
通勤、通学、通院など、やむを得ない事情がある場合を除いて、不要不急の外出や移動を自粛していただきますよう要請をいたし
ます」などと訴えました。これに対し、全国各地から「未接種者への差別につながる」などとの批判の声が県に相次いだそうです。

人権移動教室の授業を受けた子供たちの感想文が、裏面にてご覧いただけます。

ワクチン未接種による不当な差別を無くすために

そうした動きを受けて県側は翌２４日、マスコミの取材に対して「差別の意図は全くございません」と回答。その後、要請文の内容
を一部修正しました。ちなみに、政府（厚生労働省）のホームページ（新型コロナワクチンＱ＆Ａ）の中の「新型コロナワクチンの接
種を望まない場合、受けなくてもよいですか？」との問いに対して、「新型コロナワクチンは、発症予防効果などワクチン接種のメ
リットが、副反応などのデメリットよりも大きいことを確認して、皆さまに接種をお勧めしています。しかしながら、接種は強制
でなく、あくまでご本人の意思に基づき接種を受けていただくものです。」「職場や周りの方などに接種を強制したり、接種を受け
ていない人に差別的な扱いをすることのないよう、皆さまにお願いしています。仮に、お勤めの会社等で接種を求められても、ご
本人が望まない場合には、接種しないことを選択することができます。」と回答しています。

ところで県内で、ワクチン未接種の人への差別行為がどれくらい起きているかを、行政の公表資料からうかがい知ることは困難
です。一方、例えば２月３日付けのヤフー・ニュース（深月ユリア氏執筆）によれば、山梨県在住で「非接種者の差別を防ごう」と署
名集め等をしている人から聞いた話として、「様々な方々から『差別された』『パワハラを受けた』『心理的に追いつめられた』とい
う報告を受けます。（例：「接種しないと（職場を）クビにする」と言われた。大学生が未接種を理由に、就活の内定から外された。
等々）」と書かれています。

また、２月８日付けの山梨日日新聞（12頁）の全面広告欄に、株式会社ゆうネット（代表取締役・堤猛氏）の【意見広告】「お子さん
やお孫さんにワクチンを勧める前に～厚労省ホームページから『未成年接種』を考える～」が掲載されました。それによれば、政府
が発表したデータも多数引用しつつ、未成年者にワクチンを接種することの問題を論じています。

特に、「これまで、コロナ感染死した健康な子どもは１人もいない」「未成年者のワクチン副反応疑い報告はすでに１６０６人（う
ち重篤者３４１人、後遺症8人、死亡者５人）」「接種後長期の十分な安全性データが得られていないことには留意が必要である
（厚労省「審議結果報告書」より引用とのこと）」などと述べ、長期的な影響（後遺症など）が懸念される未成年者へのワクチン接種
は慎重を期すべきと主張しています。

厚生労働省は１月２１日に、ワクチン接種について５歳から１１歳までの子どもも対象に加えることを正式に承認しています。
（※今年３月から接種開始予定）　いずれにしても、ご自身やお子様等が新型コロナワクチンの接種（または追加接種）を受けるか
どうかは、信頼性の高い情報を幅広く調べたうえで、メリットとデメリットを総合的に勘案して判断されることをお勧めします。

活動報告
人権啓発パネル展 2月3日（木）～2月16日（水）、甲府市役所・

甲府市南西公民館において、「命のメッセージ展」
と題して人権啓発パネル展を開催しました。

※2月9日（水） 甲府市役所庁舎、2月16日（水） 甲府地区広域行政事務組合消防本部
　にて予定されていた人権啓発講演会は延期となりました。

コロナ禍で考える子どもの人権
新型コロナの影響により、学校行事がなくなりオンライン授業が増えるなど、
子どもたちの取り巻く環境は変わってきました。ワクチン接種の問題などもあ
り、コロナによって子どもたちや保護者は対応に振り回されています。大切な
のは、子どもたちのことを一番に考えて何がよいか？何ができるか？です。大
人や社会の都合だけで、子どもたちの心を置き去りにしてはいけません。コロ
ナ禍だからこそ、子どもの人権をより考え、子どもたちが安心して過ごし、少
しでも笑顔になれる環境をみんなで考えることが必要です。
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甲府市立南中学校（女子） 甲府市立南中学校（女子）


